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研究成果の概要（和文）： 豪州・クイーンズランド州のインクルーシブ教育制度は、日本の教育制度に比べ、
多元的であり、統合主義的である。そのような制度のもとでの教育実践がいかなるものであるかを調査した。
 調査は、州立Ａ小学校と州立Ｂ中等学校で行われた。両校とも、学習面における障壁を除去するために、学校
ぐるみの組織的な動きの中で、共通のプログラムが運営されていた。また、生活面における障壁を除去するため
に、「エージェント」と呼ばれる非営利団体との連携・協働実践が密に行われていた。各エージェントは、連邦
政府や州政府から多額の財政的支援を受け、専門的な資格を持ったスタッフが、多くのプログラムを同時並行で
展開していた。

研究成果の概要（英文）：   The inclusive education system in Queensland, Australia, is both diverse 
and integrated. This study was conducted to investigate the practices under such a system.
   The field research took place at One public elementary school and one public secondary school. 
Both schools engaged in school-wide, organized efforts to remove barriers to learning. Additionally,
 collaborative practices with non-profit organizations called "agents" were closely integrated to 
address barriers in students' daily lives.Therefore, research into these agents was also conducted. 
Result showed that each agent received substantial financial support from the federal and state 
governments and employed staff with specialized qualifications to concurrently implement numerous 
programs.

研究分野： 教育社会学

キーワード： インクルーシブ教育　特別支援教育　特別ニーズ教育　障害　先住民　難民　マイノリティ　特別な教
育的ニーズ
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研究成果の学術的意義や社会的意義
2012年に中央教育審議会初等中等分科会から「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のため
の特別支援教育の推進（報告）」が出され、日本もインクルーシブ教育の方向へ舵を切っていく方針が打ち出さ
れた。しかし、本報告においては、インクルーシブ教育は「障害のある者と障害のない者が共に学ぶ仕組み」と
され、障害児のみを対象としている点、そして、ニーズに応じて「連続性のある多様な学びの場」に子どもを配
置することが推奨されている点において、日本型インクルーシブ教育システムは国際的なインクルーシブ教育の
基準からは逸脱しているといえる。この問題を是正する上で、本研究から得られる知見は有効である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 

 

１．研究開始当初の背景 

近年日本では，貧困・被虐待・ニューカマーの子どもなど、社会・家庭環境的要因により学校
から排除されるリスクが高い子どもの数が増えており、障害のある子ども含めすべての子ども
を包摂しうる教育システムの構築が求められている。 

そのような状況の中で、日本では 2012 年 7 月中央教育審議会初等中等教育分科会・特別支援
教育のあり方に関する特別委員会が「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構
築のための特別支援教育の推進（報告）」を発出し，以降日本の教育がインクルーシブ教育へと
向かうことを提言した。しかし，報告では，従来の特別支援教育を漸進的に発展させることでイ
ンクルーシブ教育に向かうことができるとされ，基底のパラダイムに変更をもたらすことはな
かった。 

日本の特別支援教育制度では，その対象は障害児に限定されているため，社会・家庭環境要因
からもたらされる子どもの課題が除外されたり，逆に「発達障害」として渾然一体となって把握
されたりするという問題が生じてきている。今日学校現場では，「発達障害」が疑われるが診断
がついていない子どもの一群を指して「グレーゾーン」という言葉が用いられることが多くなっ
てきている。その中には社会・家庭環境要因から課題を現している子どもが高い率で含まれてい
ると考えられる。特別支援教育制度が、結果的に、学校を媒介とする不平等の再生産構造を隠蔽
するイデオロギー装置の役割を果たすことになっている（原田 2023）。 

 

２．研究の目的 

クイーンズランド州のインクルーシブ教育制度は、以下の 2 点において日本のものと異なっ
ている。それは、第 1 に、統合主義的であ
ることである。基本的にすべての子どもが
通常教育の場で学ぶことを原則としてお
り、筆者らのフィールドであるケアンズで
は、一度はすべての特別学校が閉鎖され
た。そして、第 2 に、多元的であることで
ある。障害のある生徒以外にも、アボリジ
ニナルやトレス海峡諸島の生徒、性的マイ
ノリティの生徒、家庭外で擁護される生
徒、難民の生徒など、さまざまなカテゴリ
ーの子どもが「ターゲットグループ」とさ
れ、インクルーシブ教育の対象として焦点
化されていることである。 

クイーンズランド州のインクルーシブ
教育は、少なくとも制度上は、日本のイン
クルーシブ教育が抱える問題点を克服し
ていると言える。本研究の目的は，このよ
うな教育制度のもとで、いかなる実践が行
われているかを調査し、その長所・短所を
明らかにし、日本の状況と比較することを
通して、今後日本が進むべき方向を検討す
ることである。 

 

３． 研究の方法 

 本研究では、以下の 3つの方法をとった。 
(1) 文献調査 
書籍、論文、ネット情報などを収集し、共同研究者間で 2ヶ月に 1度の頻度で研究会を持

ち、知見を共有した。 
(2) クイーンズランド州現地調査 
2019 年 9 月にケアンズにある州立 A 小学校と州立 B 中等学校を訪問し、授業や学校行事など

の教育実践の観察とインクルーシブ教育担当者へのインタビューを行った。また、「インクルー
ジョン・コーチ」と呼ばれる、教育行政のインクルーシブ教育担当者へのインタビューも行った。
その後、コロナ禍の中で、海外調査を実行することができない期間が続いたが、2023 年 9 月に
調査を再開し、先住民や難民の子どもや若者を支援する非営利団体 2 箇所で、インタビュー調査
を行った。 
(3) 国内調査 
共同研究者はそれぞれ国内に 1 つずつフィールドとなる小学校または小中一貫校を設定し、

およそ 1ヶ月に 1回の頻度でフィールドを訪問し、記録を残した。フィールドとなった学校は、
C 小学校、D 小学校、E 小学校、F 小学校、G小中一貫校であった。 

図 1 クイーンズランド州のインクルーシブ教育制

度の概念図（出所：QLD Government 2018） 



 
４．研究成果 
 調査の結果、以下の知見が得られた。 
(1) クイーンズランド州の多元的で統合主義的なインクルーシブ教育制度は、たしかに学校現
場の実践や組織体制に反映されていた。A 小学校においても、B 中等学校においても、障害のあ
る生徒だけではなく先住民や難民といったマイノリティの生徒の課題は深刻であり、学校・教員
はそれぞれの属性を持つ生徒を明確に意識して、実践にあたっていた。規模の大きな B中等学校
の場合は、それぞれの専門部署に担当者が配置されており個々のニーズに対応する取り組みが
多元的に展開されていた。また、障害のある生徒に関してはリソースルームとしてスペシャル・
ユニットが設置され、ニーズに応じて生徒は柔軟に通常教育の場と特別教育の場を行き来して
おり、日本の特別支援学級のように、障害の有無によって所属学級が変わるということはなかっ
た。クイーンズランド州のインクルーシブ教育実践は、日本と比較して、多元的・統合主義的で
あると言える。 
（2）筆者らは学校のインクルーシブ教育実践を、「学習面のバリアの除去を目指した取り組み」
と「生活面のバリアの除去を目指した取り組み」に大別して考察した。まず、前者については以
下のことが明らかになった。A小学校では高い欠席率が大きな課題となっていた。A小学校では、
まず、児童を「学習者」につくりあげるために、出席率の向上、問題行動の防止、学力の底上げ
の取り組みが、副校長と 2人のカリキュラム長のリーダーシップのもとで展開されていた。それ
らはインセンティブを用いたり、ルーチンやルールを徹底したり、ワン・オン・ワン（one on 
one）と呼ばれる個別の対応を導入したりすることで強力に推し進められていた。 
 B中等学校の取り組みにおいても、言語面でのバリアを除去するために先住民生徒に対しては
IEPユニット、難民生徒に対しては EALクラスというように、個のニーズに対応するための環境
が整えられていた。しかし、それだけではなく文化・経済・社会的条件全般からもたらされる様々
なバリアを克服し、学校での安定した学習を維持するためにウェルビーイングを向上させる取
り組みに力が入れられていた。それらは各セクションのチーフからなる SWAP チームが中心にな
り、個々の問題に対応するためのガイダンスやカウンセリング的な関わりと、開発的・予防的な
プログラムの両面から追求されていた。 
 両校の「学習面のバリアの除去を目指した取り組み」は、学校ぐるみの組織的な動きとして取
り組まれているという点において共通していた。A 小学校では、校長、副校長、2 人のカリキュ
ラム長の 4 人からなるシニア・マネージメント・チームが、B 中等学校では SWAT チームがリー
ダーシップを発揮し、学校中に共通のプログラムを浸透させていた。 
 しかし、両校の戦略には違いも見られた。A小学校ではルーチンやルールの徹底といった管理
的な指向性のものが多用されていたが、B 中等学校では必ずしもそのような傾向は見られなかっ
た。 
(3)「生活面のバリアの除去を目指した取り組み」に関しては以下のようであった。A 小学校で
は、校内にエージェント（非営利団体）の事務所を設け経済的側面を支援し、朝食プログラムを
実施したり、スチューデント・サービス・オフィサーによる家庭訪問を実施したりしていた。 
 B中等学校でも、エージェントとの協働は随所に見られた。先住民を支援するクロンターフ財
団は、学校の中に活動拠点を持ち、学校の教員と協働しながら事業を展開していた。難民生徒の
生活支援はエージェントが中心に担っており、学校・教員の役割は生徒をエージェントにつなげ
るためのハブ的な機能が主であるように思われた。また、先住民教育と難民生徒を含む EAL/D教
育担当者からは、生徒の自文化を周りの教員や生徒に理解させることの重要性が指摘された。 
 「生活面のバリアの除去を目指した取り組み」に関して両校に共通していることは、エージェ
ントがかなり大きな役割を担っている点である。A小学校では、スミス・ファミリーが事務所を、
B 中等学校ではクロンターフ財団が活動拠点を学校の中に置いていた。クイーンズランド州ケア
ンズでは、学校とエージェントはもはや協働を越えて、融合しているとさえ思われるぐらい近い
距離にあった。 
 しかし、両校の間には違いも見られた。B中等学校では先住民教育や EAL/D教育担当者からは、
教員や周りの生徒が、マイノリティ生徒の背景文化を理解することの重要性が語られたが、A小
学校ではそのような指摘は聞かれなかった。 
(3)日本の学校状況と比較したとき、以下の点において大きな違いが見いだせた。第一は、管理
職やミドルリーダーからなるチームのリーダーシップのもと、ある一定の共通の考え方で学校
づくりが行われている点である。日本においても、そのような成功例は散見できるようになって
きているが、まだ数は少なく個々の教員の努力や力量に委ねられている部分が大きいように思
われる。第二は、学校外部のエージェントとの協働である。日本においても、「チーム学校」が
謳われ学校内外の他職種連携の重要性が示唆されているが、筆者らがクイーンズランド州で見
てきたような、児童生徒の生活全体を丸抱えできるようなエージェントが日本にあるわけでは
ない。クイーンズランド州では、なぜ、どのような過程を経て、このようなエージェントが発展
してきたのか。そして、学校内部にまで入ってきて学校や教員と協働できる環境が整えられてき
たのか。今後の課題である。 
(4)国内調査では、対象校のすべてで「原学級保障」と呼ばれる、特別支援学級に在籍している
児童生徒も共に通常学級で学ぶ実践が取り組まれていた。しかし、Ｘ市の C・D・E 校と Y 市の
F・G校との間には違いが明確に現れた。Ｘ市の 3校は，「分けることは差別」という考えに基づ



き，反差別・人権課題としてフルインクルージョンを維持することを重視していた。そこでは，
多様な者同士が学習と生活の場を共有することから生じる「都合がぶつかり合う体験」を通して、
問題解決能力などのソーシャルな力の獲得が目指されていた。一方で，F・G 校では個のニーズ
に即応すべく特別支援学級（F校）・特別支援教室（G校）における小グループ指導や個別指導が
積極的に取り組まれるようになっていた。ここでは狭義の学力を向上させることが重視されて
いた。しかし，Ｘ市の C・D・E校でも狭義の学力が決して軽んじられているわけではなく，頻繁
に研修会や研究会が持たれ、原学級保障体制でいかに個のニーズに対応し狭義の学力を保障し
ていくかが議論されていた。一方，F 校・G 校では原学級保障の理念を再確認する動きが芽生え
てきていた。F 校では，長年地域に関わってきた人たちが地域の歴史を伝える連続研修を始め，
それが保育所や小学校の新任研修的役割を担い始めていた。また，G 校ではインクルーシブ委員
会が立ち上がり，インクルーシブ教育に関する議論を継続する中で集団づくりの実践が活性化
してきていた。インクルーシブ教育を推進していく上で大切なことは、「取り出す」か「入り込
む」という形の問題ではなく、通常学級にすべての子どもを包摂するための「磁場」が機能する
かどうかという点にあると考えられた。 
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 ２．論文標題  ５．発行年
クイーンズランド州の公立高校で見たインクルーシブ教育

はらっぱ : 子どもの人権・反差別・平和を考える 46-49

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
濱元伸彦 395

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
子どもの「共に生きることを学ぶ権利」の構想

はらっぱ : 子どもの人権・反差別・平和を考える 46-49

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
濱元伸彦 394

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
教育モデルで考える「インクルーシブ教育」

未来にわたり住み続けたいまち-インクルーシブ・コミュニティ・プロジェクト2020アニュアルレポート 44

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
新谷龍太朗 なし

 １．著者名



2020年

2020年

2020年

2020年

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
日本型インクルーシブ教育への挑戦―大阪の「原学級保障」と特別支援教育の間で生じる葛藤とその超克

金城学院大学論集、社会科学編 1-25

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
原田琢也・濱元伸彦・堀家由妃代・竹内慶至・新谷龍太朗 16(2)

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
特別支援教育のいま⑱多文化主義の挑戦：オーストラリア③

月刊高校教育 82-83

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
竹内慶至 2020.9

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
特別支援教育のいま⑰多文化主義の挑戦：オーストラリア②

月刊高校教育 82-83

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
竹内慶至 2020.8

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
特別支援教育のいま⑯多文化主義の挑戦：オーストラリア①

月刊高校教育 82-83

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
竹内慶至 2020.7

 １．著者名



2020年

2019年

2019年

2020年

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
特別支援教育のいま10日本の特別支援教育はインクルーシブ教育か？

月刊高校教育 74-75

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
竹内慶至 1月号

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
特別支援教育のいま8インクルーシブな社会を目指した「宣言」

月刊高校教育 74-75

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
竹内慶至 11月号

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
特別支援教育のいま7「特別な教育的ニーズ」のルーツ

月刊高校教育 82-83

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
竹内慶至 10月号

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
地域協働型コミュニティカレッジ試論

保育研究 2-11

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
新谷龍太朗 50

 １．著者名



2020年

2020年

2019年

2019年

オープンアクセスとしている（また、その予定である） －

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
ロンドンのインクルーシブ教育推進校における「子どもの哲学」実践の意義 : レジリエンスの育成に着目
して

人権教育研究 117-133

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスとしている（また、その予定である） －

 ４．巻
濱元伸彦 19

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
ロンドン・ニューアム区の小学校におけるTalk for Writingの実践に関する事例研究 ― リテラシー教育
によるインクルージョンの試みとして

京都造形芸術大学紀要 85-96

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
濱元伸彦 23

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

有

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
オーストラリア・クイーンズランド州におけるインクルーシブ教育の政策ビジョンの再構築―2018年イン
クルーシブ教育政策声明に着目して

人権教育研究 現在印刷中

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
濱元伸彦 20

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
特別支援教育のいま11続・日本の特別支援教育はインクルーシブ教育か？

月刊高校教育 70-71

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
竹内慶至 2月号

 １．著者名



2020年

2018年

2018年

2018年

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
オーストラリア・クイーンズランド州の インクルーシブ教育制度と実践

金城学院大学論集(社会科学編) 1-20

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
原田琢也・濱元伸彦・竹内慶至 15(1)

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
「今月の書評『アメリカの教室に入ってみた』」

月刊高校教育 98

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
竹内慶至 4月号

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
インクルーシブ教育を考える

部落解放 99-109

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
堀家由妃代 764

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
書評『知的障害教育の場とグレーゾーンの子どもたち』

教育学研究 現在印刷中

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
堀家由妃代 86

 １．著者名
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日本特別ニーズ教育学会
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 １．発表者名

 １．発表者名

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年
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 １．発表者名
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